
介護サービス量と給付費の将来見通し（全国） 

介護職員 １４９万人 ２３７～２４９万人 

介護費用 ８．９兆円 

第１号保険料（月額） 約4,972円 約8,200円 

２１兆円 

・介護予防・重度化予防により全体として３％減
・入院の減少（介護への移行）：14万人増

在宅介護 ３２０万人分
うち小規模多機能

　　５万人分

うち定期巡回・
随時対応型サービス

―

居住系サービス 　３３万人分

特定施設 　１６万人分

グループホーム 　１７万人分

介護施設 　９８万人分

特養 　５２万人分

老健（+介護療養） ４７万人分 　６０万人分（１.３倍）

２０２５年度


（うちユニット２万人（４％））

２０１２年度

（うちユニット５１万人（７０％））

４６３万人分（１.５倍）

　４０万人分（７.６倍）

　１５万人分（－）

　６２万人分

　２４万人分（1.５倍）

　３７万人分（２.２倍）

利用者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５２　万人 ６５７万人（１．５倍）

（うちユニット１３万人（２６％））

（うちユニット２９万人（５０％））

１３３万人分

　７３万人分（１.４倍）

資料３ 



介護サービス量と給付費の将来見通し（本県） 
○2025年の数値は、本県の2012年度実績に、全国の将来見通しにおける伸び率を乗じたもの。 

介護職員 １５千人 ２４千～２５千人 

介護費用 ９３０億円 

第１号保険料（月額） 約5,513円 約8,800円 

2,232億円 

利用者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万人46,900 人 69,550 人（１．５倍）

・入院の減少（介護への移行）：14万人増

在宅介護 33,400 人分 50,100 人分（１.５倍）
うち小規模多機能

1,000 人分 7,600 人分（７.６倍）

うち定期巡回・
随時対応型サービス

－ 1,603 人分（－）

居住系サービス 1,600 人分 3,450 　人分

特定施設 100 人分 150 　人分（1.５倍）

グループホーム 1,500 人分 3,300 　人分（２.２倍）

介護施設 11,900 人分 16,000 　人分

特養（地域密着含む） 5,500 人分 7,700 　人分（１.４倍）

老健（+介護療養） 6,400 人分 8,300 　人分（１.３倍）

２０２５年度

（１月あたり）

２０１２年度


